
銚子市人事行政の運営等の状況の公表 

市民の皆さんに市の人事行政の運営等を理解していただくため、平成１７年３月に制定し

た「銚子市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、平成１８年度における

市の職員の任免、給与、勤務時間や服務などの状況を公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 ⑴ 職員の採用及び退職の状況（平成１８年度） 

採用者数（人） 退職者数（人） 

職   種 競争 

試験 
選考 合計 定年

定年

以外
合計

備     考 

一 般 行 政 職 0 1 1 16 20 36 県との人事交流を含む 

技 能 労 務 職 0 0 0 4 1 5   

指 導 主 事 0 1 1 0 6 6 県教育委員会との異動を含む 

消 防 職 0 0 0 2 2 4   

教 育 職 0 9 9 0 15 15 県立高校などとの異動を含む 

病 院 医 療 職 2 10 12 3 59 62   

その他企業職 0 0 0 3 3 6   

合  計 2 21 23 28 106 134   

再 任 用 職 員 0 9 9 0 2 2 任期の更新、短時間勤務職員を含む

任 期 付 職 員 0 0 0 0 2 2   

 

⑵ 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年の４月１日現在） 

職員数（人） 区分 

部門 平成18年 平成17年

対前年 

増減数 
主な増減理由 

議 会 ７ ７ ０  

総務企画 １１４ １２３ △ ９ 行政改革に基づく事務合理化による減 

税 務 ３３ ３４ △ １ 収納管理事務の見直しによる減 

民 生 １１２ １２２ △ １０ 入所児童数の減少に伴う保育士の減など 

衛 生 ５７ ５９ △ ２ 保健衛生事務の見直しなどによる減 

労 働 ４ ３ １ 地域再生事務の拡充による増 

農 水 ２６ ２９ △ ３ 漁政業務の見直しなどによる減 

商 工 ９ ９ ０  

土 木 ４８ ４８ ０  

一 
般 

行 

政 

部 

門 

小 計 ４１０ ４３４ △ ２４  

教 育 ２４０ ２５３ △ １３ 幼稚園入園児童数減少に伴う教員数の減など 

消 防 １１２ １１３ △ １ 消防総務事務の見直しによる減 

特
別
行
政
部
門 小 計 ３５２ ３６６ △ １４  

病 院 ２８４ ２９３ △ ９ 退職した職員の不補充による減 

水 道 ４９ ５３ △ ４ 水道料金窓口業務の見直しなどによる減 

下 水 道 １８ ２１ △ ３ 下水道処理施設業務の見直しなどによる減 

そ の 他 ３３ ３５ △ ２ 介護保険業務の見直しなどによる減 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 小 計 ３８４ ４０２ △ １８  

１，１４６ １，２０２ △ ５６  
合    計 

[１，３７１] [１，３７１] [   －]  

（注）[ ]内の数値は、銚子市職員の定数です。 



⑶ 過去１０年間の職員数の推移 
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 ⑷ 今後の取組み 

 定員管理にあたっては、平成１８年３月に策定された「銚子市集中改革プラン」に基

づき、定員管理の適正化を計画的に推進してまいります。 

 具体的には、平成１７年度から５か年で職員数１２１人（１０．１％）を削減し、平

成２２年４月１日の職員数を市全体で１，０８１人とすることを目標としています。 



２ 職員の給与の状況 

 ⑴ 人件費の状況 

   普通会計決算の状況 

【単位：千円】 

歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人件費率区  分 
A B B/A

平成１８年度 21,843,733 478,148 7,139,146 32.7％

平成１７年度 28,206,583 509,629 7,391,165 26.2％

増  減 △ 6,362,850 △ 31,481 △ 252,019 6.5％

 

 ⑵ 職員給与費の状況 

  ① 一般会計予算 

【単位：人、千円】 

給    与    費 
職員数 

給  料 職員手当 
期末手当 

・勤勉手当
合 計 

一人当たりの

給  与  費区 分 

A    B B/A

(10) 
平成 19 年度 

753 
3,268,256 497,848 1,351,778 5,117,882 6,797

(3) 
平成 18 年度 

782 
3,422,227 496,617 1,420,847 5,339,691 6,828

(7) 
増 減 

△ 29 
△ 153,971 1,231 △ 69,069 △ 221,809 △ 31

（注）１ 職員数は、一般行政職、消防職、教育職等の総数です。（ ）内は再任用短時間勤務職員数の外

書きです。 

   ２ 職員手当には児童手当及び退職手当は含まれていません。 

 

② 特別会計予算 

【単位：人、千円】 

給    与    費 
職員数 

給  料 職員手当 
期末手当 

・勤勉手当
合 計 

一人当たりの

給  与  費区 分 

A    B B/A

(0) 
平成 19 年度 

56 
246,496 32,917 102,879 382,292 6,827

(0) 
平成 18 年度 

57 
260,138 38,576 111,154 409,868 7,191

(0) 
増 減 

△ 1 
△ 13,642 △ 5,659 △ 8,275 △ 27,576 △ 364

（注）１ 特別会計とは、特定の事業を特定の収入をもって行う会計で、銚子市の場合、国民健康保険事業、臨海

地域土地造成事業、下水道事業、老人保健医療事業、介護保険事業、介護保険予防支援事業を特別会計で

行っています。 

２ 職員数の（ ）内は再任用短時間勤務職員数の外書きです。 

 ３ 職員手当には児童手当及び退職手当は含まれていません。 



③ 企業会計予算 
【単位：人、千円】 

給    与    費 
職員数 

給  料 職員手当 
期末手当 

・勤勉手当
合 計 

一人当たりの

給  与  費区 分 

A    B B/A

(9) 
平成 19 年度 

285 
1,171,835 395,921 387,904 1,955,660 6,862

(3) 
平成 18 年度 

348 
1,453,539 439,882 588,775 2,482,196 7,133

(6) 
増 減 

△ 63 
△ 281,704 △ 43,961 △ 200,871 △ 526,536 △ 271

（注）１ 企業会計とは、特別会計に区分される会計の一部ですが、地方公共団体が経営する企業として特に区

別されている会計のことです。銚子市には、水道事業と病院事業があります。 

２ 職員には、一般の職員のほかに、市立総合病院の医師や看護師なども含まれています。 
３ 職員数の（ ）内は再任用短時間勤務職員数の外書きです。 

 ４ 職員手当には児童手当及び退職手当は含まれていません。 

 ５ 病院事業については、平成 19 年度の看護師、医療技術者の期末・勤勉手当を臨時的に 50％カットを行

っています。 

 

 

 

 職員の給与の状況については、昨年度から全国の市町村が同一の様式で公表を行っています。

今年度は平成２０年３月頃に公表を予定しています。 

詳細はその際に公表することになります。 

  

 



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

⑴ 勤務時間の状況（平成１８年４月１日現在） 

勤務時間の割振り 
区  分 

1 週間の 

勤務時間 始業 終業 休憩時間 休息時間 週休日 

12:00～12:15 
通常勤務職員 40時間 8:30 17:15 12:15～13:00

17:00～17:15 

日曜日 

及び 

土曜日 

（注）１ 消防職員など交替制等勤務職員の勤務時間は、４週間を通じ１週間について平均40時間です。 

２ 休息時間については、平成１９年４月１日より廃止となっております。 

⑵ 休暇制度等について 

給与 種 別 内                   容 

年次休暇 
１年につき20日間（新規採用職員は採用月に応じて）付与 
平成１８年 平均取得日数10.7日、消化率27.2％ 
（「勤務条件等に関する調査」平成19年報告数値） 

療養休暇 

傷病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
の休暇。公務又は通勤上の傷病に該当する場合は、その療養に必要と認める期間、
結核性疾患に該当する場合は１年、私傷病に該当する場合は１２０日与えることが
できる。 

特別の事由により、勤務しないことが相当である場合の休暇 

種   類 期  間  等 

感染症予防のための交通遮断 必要な期間 

災害による交通遮断 必要な期間 

災害による現住居の滅失又は破壊 １週間を超えない範囲内で必要な期間 

交通機関の事故等 必要な時間 

官公署への出頭 必要な時間 

公民権の行使 必要な時間 

あらかじめ計画された能率増進計画の
実施 

計画の実施に伴い必要な期間 
（リフレッシュ休暇） 
 勤続20年、30年 それぞれ15日 

妊娠中の職員の保健指導 妊娠23週までは４週に１回等必要な時間 

妊娠中の職員の通勤時母体保持 
１日を通じて１時間を超えない範囲内で
必要な時間 

妊娠中の職員の休息又は補食 必要な時間 

女性職員の出産 出産予定日以前８週間・出産の日後８週間

女性職員の生理 ２日を超えない範囲内で必要な期間 

忌 引 
死亡した者と職員との関係により１～10
日の期間内において必要な期間 

父母及び配偶者の祭日 慣習上最小限度必要な期間 

夏季休暇 ７日 

職員の結婚 ７日を超えない範囲内で必要な期間 

配偶者の出産 ３日を超えない範囲内で必要な期間 

男性育児参加 ５日 

生後１年に達しない子の育児 
１日２回それぞれ45分又は１回90分の範
囲内で必要な時間 

子の看護 ５日 

ドナー休暇 必要な期間 

有 
 
 

給 

特別休暇 

ボランティア休暇 ５日 

介護休暇 
配偶者・父母・子等が、負傷・疾病・老齢により日常生活を営むのに支障がある者
を介護するため、勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇 

組合休暇 
任命権者の許可を得て登録された職員団体の業務又は活動に従事するため必要と認
められる場合の休暇 

無給 

育児休業 ３歳未満の子を養育する職員に認められる休業（部分休業を含む） 

 



４ 職員の分限及び懲戒の状況 

 ⑴ 分限処分の状況（平成１８年度） 

  （単位：件） 

処 分 事 由 地方公務員法 降任 免職 休職 合計

勤務実績が良くない場合 第28条第1項第1号 0 0  0

心身の故障の場合 
第28条第1項第2号 

   第2項第1号 
0 0 14 14

職に必要な適格性を欠く場合 第28条第1項第3号 0 0  0

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 
第28条第1項第4号 0 0  0

刑事事件に関し起訴された場合 第28条第2項第2号  1 1

地方公務員法第28条第4項の規定により失職した者   0

銚子市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例第

5条の規定により失職しなかった者 
  0

合     計 0 0 15 15

 

⑵ 懲戒処分の状況（平成１８年度） 

（単位：件） 

処 分 事 由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計

法令に違反した場合 第29条第1項第1号 0 0 0 1 1

職務上の義務に違反し、又は職務

を怠った場合 
第29条第1項第2号 0 0 1 0 1

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 
第29条第1項第3号 0 0 1 0 1

合     計 0 0 2 1 3

 

５ 職員の服務の状況 

 ⑴ 地方公務員法の規定による職務上の義務 

  

○法令等および上司の職務上の命令に従う義務 ○信用失墜行為の禁止 ○秘密を守る義務 

○職務に専念する義務 ○政治的行為等の制限 ○争議行為等の禁止 ○営利企業等の従事

制限 

 

 ⑵ 営利企業等の従事許可の状況（平成１８年度） 

   平成１８年度中に営利企業等の従事許可はありませんでした。



６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 研修の状況（平成１８年度） 

  ① 任命権者が行う研修 

区    分 研   修   内   容 実施回数 受講者数

一 般 研 修 

政策形成研修 

評定者研修 

クレーム対応能力向上研修 

セクシュアルハラスメント防止研修 

4回 160人

専 門 研 修 メンタルヘルス研修 1回 29人

教 養 研 修 

「裁判員制度」研修 

「e-ラーニングによる情報セキュリティ」 

研修ほか 

3回 18人

特 
 

別 
 

研 
 

修 

そ の 他 

男女共同参画研修 

不当要求防止責任者特別研修 

改正心肺蘇生法研修ほか 

6回 246人

自 主 研 修 通信教育講座 1回 7人

自 治 研 修 

セ ン タ ー 
課長研修ほか  ８課程 9回 10人

市 町 村 

ア カ デ ミ ー 
三位一体改革と税財政ほか   ７課程 5回 5人

東 総 地 区 広 域 

市町村圏事務組合 
初級職員研修ほか    ６課程 7回 70人

派 
 

遣 
 

研 
 

修 そ の 他 
自治大学校、自治体国際化協会、地域総合

整備財団派遣研修ほか 
14回 29人

 

② 各所属で実施した専門研修 

区   分 実施回数 受講者数 

研修会等派遣研修 551 回 706 人

職 場 内 研 修 230 回 3,160 人

 

 ⑵ 勤務評定の概要 

評定の目的 

職員の執務について統一的に勤務実績の評定を行って、人事上の公

正な基礎資料とし、これを職員の能力育成の有効な指針とするとと

もに、能力に応じた適正な人員配置を行うことにより職員の勤労意

欲の増進を促し、ひいては公務能率の向上を図ることを目的として

います。 

評定の方法 ５段階絶対評価により年２回行っています。 

 



７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

  地方公務員法第 42 条で「地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事

項について計画を樹立し、これを実施しなければならない」と定められています。 

  ここでいう「保健」とは、定期健康診断など職員の健康管理を、「元気回復」とは、いわ

ゆるレクリエーションで運動会やサークル活動に対する補助等を、「その他厚生に関する事

項」とは、職員互助会への補助等をいいます。職員互助会は、職員の互助組織であって、

その運営は、職員の掛金と団体からの補助金で行われるのが一般的とされています。 

 

 ⑴ 健康管理などに関する状況（平成１８年度） 

   職員の安全と健康を確保し、快適な職場環境を形成するために、総括安全衛生管理者、

産業医、安全管理者、衛生管理者等の選任及び安全衛生委員会の運営を行っています。 

 さらに、事業者の責任として、職員の健康管理状態を把握し、健康被害や疾病の早期

発見を行うため、定期健康診断、生活習慣病健康診断、特殊健康診断及び採用時健康診

断を実施しています。 

 

 【市事業】 

区  分 事 業 名 内   容 対 象 者 

定 期 健 康 診 断
胸部Ｘ線検査、尿検査、血

液検査等 
全   員 

特 殊 健 康 診 断 尿検査、血液検査等 該 当 者 

予 防 接 種 破傷風、Ｂ型肝炎 該 当 者 

健 康 管 理 事 業

そ の 他 メンタルヘルス研修等 希 望 者 

 

 【共済組合事業】 

区  分 事 業 名 内   容 対 象 者 

保 健 給 付 療養の給付等 該 当 者 

休 業 給 付 育児休業手当金等 該 当 者 

災 害 給 付 災害見舞金等 該 当 者 
給 付 事 業 

附 加 給 付 家族療養費附加金等 該 当 者 

生活習慣病予防検査
胸部Ｘ線検査、尿検

査、血液検査等 
35 歳以上職員 

人 間 ド ッ ク 短期、脳、併用ドック 35 歳以上職員 

婦 人 科 検 診 子宮ガン検診 35 歳以上女子職員

助 成 金 等 契約施設利用助成等 希 望 者 

保 健 事 業 

そ の 他 メンタルヘルス相談等 希 望 者 

 



 ⑵ 職員互助会 

職員の互助組織として、組合員（職員）の掛金と市からの助成金で運営する銚子市役

所職員厚生組合を組織して福利厚生事業を実施しています。 

銚子市役所職員厚生組合の事業概要（平成１８年度） 

 【共済給付事業】 

  ○結婚祝金 ○出産祝金 ○傷病見舞金 ○入学祝金 ○永年勤続者祝金など 

 【福利厚生事業】 

  ○保健、保養及びレクリエーションに関する事業など 

《職員掛金 月６００円  市公費負担（職員一人当たり） 月２００円》 

 

 ⑶ 公務災害補償制度 

   公務災害認定件数 

            （平成１８年度） 

区  分 認定件数 

市 長 事 務 部 局 4 件

消 防 0 件

教 育 委 員 会 3 件

水 道 事 業 0 件

病 院 事 業 8 件

計 15 件

 

 

８ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

《制度の概要》 

 職員が、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体

の当局に適当な措置がとられるべきことを要求することができる制度です。 

※ 平成１８年度中に職員から公平委員会に対する「勤務条件に関する措置要求」、「不利

益処分についての不服申立て」はありませんでした。 

 


